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Ⅰ. 緒言

医療事故やインシデントを未然に防ぐにはその

事例を確実かつ素早く把握し, その背景にあるエ

ラーが生じた原因を分析し, 適切に対処すること

が有効である｡ そのような状況には, 職場環境や

作業方法に内在している要因もあれば, 就業者の

認識, 判断, 行動に関わる身体的又は心理的な人

間の要因もある (加地, 2011)｡

1999年に出版された ｢To Err Is Human (邦題：

人は誰でも間違える)｣ (米国医療の質委員会／医

学研究所, 1999／医学ジャーナリスト協会訳,

2000) では, 毎年44,000～98,000名の生命が病院

内の医療事故により失われていると推計し, この

現状を対処しようとする個々の医療職の努力には

限界があり, 有害事象の当事者となった医療者を

責めても, その軽減にはつながらず, 事故を起こ

しにくい医療システムへと早急に改善しなければ

ならないと警告している｡

わが国においても, 1999年�月に横浜市立大学
病院で手術患者取り違え事故が発生し, 以後, 人

工呼吸器エタノール誤注入, 経口投与薬の静脈内

投与等, 大学病院での医療事故報道が相次ぎ, 患
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要 旨

A病院看護師385名を対象に, 無記名による自記式調査票 (自作の調査票, 注意・確認行動
調査票, CISS検査用紙, 新版TEGⅡ検査用紙) を用いて看護師個々のストレス状況対処行動
とインシデント予防のために実施している注意・確認行動との関連について考察した｡

CISSで課題優先対処, 回避優先対処 ｢対人的な気晴らし｣ が高い人は, ストレスフルな状
況となった場合にも, 安全に業務を遂行するための注意・確認行動が機能する｡
エゴグラムで CPやAが高い人は, 周囲に影響を受けることなく, 安全に業務を行うための
注意・確認行動が実施できる｡ AC優位の人は, 他人に依存し感化されやすい特徴から, 注意・
確認不足によるインシデントにつながる可能性がある｡
研究結果より, 注意・確認不足によるインシデント予防やインシデントに関与した看護師へ
のフォローアップ体制の一つとして, 個々の弱い点を補完・強化できるようなアサーショント
レーニングの必要性が示唆された｡
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者・国民の信頼を大きく失う結果となった (井隼,

2014)｡ この事態を重く見た国立大学医学部附属

病院長会議は, 医療事故は ｢個人の問題｣ ではな

く ｢組織の問題｣ であるとし, 医療事故防止のた

めの安全管理体制の確立に向け, 効果的な院内体

制の整備を速やかに進めるよう提言した (医療事

故防止方策の策定に関する作業部会, 2001)｡ ま

た, 厚生労働省も積極的に安全対策をとることを

推進するようになった｡ 以後, 病院内に医療安全

管理部門の設置, 医療安全管理者の配置, インシ

デント報告制度等, 組織全体で取り組むシステム

が急務な課題として整備されてきた｡

一方, J.Reason (2000) は医療事故防止を,

組織的な事故防止への取り組みであるシステムへ

のアプローチと, 個人の性格や気分状態に起因す

る個人へのアプローチ (パーソンアプローチ) の

両面から検討することが重要であると指摘した｡

パーソンアプローチとして, 天野ら (2007) は,

看護師の個人特性を踏まえた円滑なコミュニケー

ション, 自由に自己表現できる職場環境の整備,

人間関係や勤務時間に起因する業務環境の改善等

が重要であると述べている｡

研究者の所属するA病院では, 2013年度におい

て看護師からのインシデント報告の割合は, 全報

告数の81％を占めていた｡ 概要別にみると32％が

薬剤に関連した報告であり, その発生要因は ｢確

認を怠った｣ ｢観察を怠った｣ という当事者の行

動に関わるものが84％であった｡ その背景として,

｢ナースコールが鳴り確認作業を中断した｣ ｢手術

や検査準備等, 次の業務で慌てていた｣ ｢忙しく

てダブルチェックが不十分だった｣ 等があげられ

る｡ 看護業務は日常的に多重課題, 時間切迫, 割

り込み業務の中で行われているが, その中で, 過

緊張, 多忙感, 焦り, 不安といったストレス状況

にうまく対処できないことが, 看護師個々の注意

や確認行動の中断・省略等に影響を及ぼしている

と考える｡

過去に看護師の個人特性とインシデントとの関連

に着目した研究 (天野ら (2007), 宇城ら (2004),

上山ら (2010), 畑瀬ら (2007), 澁谷ら (2007))

は報告されているが, ストレス状況対処行動と注

意・確認行動との関係に着目し, 個人への介入に

ついて論じた研究は検索できなかった｡

そこで本研究では, 看護師のインシデント報告

の中で最も割合の高い与薬業務に焦点を当て, 看

護師個々のストレス状況対処行動とインシデント

予防のために実施している注意・確認行動との関

連性を明らかにし, 看護師の個人特性を踏まえた

インシデント予防対策やフォローアップ体制構築

のための基礎資料とすることを目的とした｡

Ⅱ. 用語の定義

１. インシデント

研究者の所属施設では, 国立大学医学部附属病

院医療安全管理協議会での検討を踏まえ, ｢イン

シデントとは, 患者の診療やケアにおいて, 本来

のあるべき姿からはずれた行為や望ましくない事

態の発生を意味し, 患者への影響 (傷害等) 及び

過失の有無を問わない｣ としている｡ これをもと

に本研究においては, 先行研究の中で用いられて

いるヒヤリ・ハットや医療事故, アクシデント,

医療過誤 (エラー) 等を全てインシデントと定義

する｡

２. 看護師のストレス状況

本研究においては, 看護の臨床場面における,

多重課題・時間切迫・割り込み業務等の中で, 過

緊張, 多忙感, 焦り, 不安等を感じる状況を看護

師のストレス状況とする｡

３. 注意・確認行動

看護師個々が, 与薬業務を実施する際に, イン

シデントを起こさないように気を付けている注意

行動や確認行動を, 注意・確認行動とする｡

４. 薬剤に関するインシデント

本研究では, 与薬する患者の間違い, 薬剤の間

違い, 配薬時間の間違い, 量の間違い, 無投薬を,

薬剤に関するインシデントとする｡

Ⅲ. 方法

１. 研究デザイン

本研究は, 看護師の注意・確認行動と, ストレ

ス状況対処行動との関連を探ることで, 個人特性

を考慮した介入方法, 必要なフォローアップ体制
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を明らかにできるというリサーチ・クエスション

のもとに, 自記式調査票を用いた量的アプローチ

による調査研究である｡

２. 研究方法�) 研究対象
病床数600床以上の特定機能病院であるA病院

を調査対象とし, 調査期間中に在職し, 日常的に

患者へ与薬業務を行っている看護師 (常勤, 非常

勤は問わない) 385名を研究対象とした｡ 患者へ

直接与薬業務を実施する機会の少ない外来や, 手

術部等の中央診療部門の看護師, 看護師長以上の

看護管理者, 及び調査期間までに採用から間がな

い2014年�月以降の新規採用者は研究対象から除
外した｡�) 測定用具� 基本属性と薬剤に関するインシデントの想起

による経験回数を問う自作の調査票

調査項目は, ｢性別｣ ｢年齢｣ ｢看護師経験年数｣

｢対象者自身の想起による過去�年間の薬剤に関
するインシデントの経験回数｣ の�項目で, 無記
名による自己記述式で回答を求めた｡ インシデン

ト経験回数は, インシデント報告書提出の有無に

かかわらず, 自身がインシデントに関与したと認

識した回数を, 自己申告で求めた｡� 注意・確認行動調査票

宇城ら (2004) の作成した ｢エラーを起こさな

いために気を付けていること：注意行動10項目,

確認行動10項目｣ (以下, ｢注意・確認行動調査票｣)

を作成者の承諾を得て用い, 日頃からインシデン

トを起こさないために, 個人として気を付けてい

る注意・確認行動内容について自己記述式で調査

した｡ 注意・確認行動調査票は, ｢いつもしてい

る｣ を�点, ｢どちらかといえばしている｣ を�点,
｢どちらでもない｣ を�点, ｢どちらかといえばし
ていない｣ を�点, ｢いつもしていない｣ を�点と
するリッカート法で得点化した｡

� ストレス状況対処行動尺度 (CISSTM：Coping

Inventory for Stressful Situations (以下,

CISS)) 日本語版

看護師個々のストレス状況対処行動を, CISS

日本語版 (S.Endlerら, 1990／横山監訳, 2012)

にて数量化した｡ CISSは自己評価式の対処行動

評価尺度であり, 48項目からなる｡ 課題優先対処,

情動優先対処, 回避優先対処の�尺度について,
それぞれ16項目で評価を行う｡ 回避優先対処には,

｢気分転換 (�項目)｣, 及び ｢対人的な気晴らし

(�項目)｣ という�つの下位尺度が設けられてい
る (回避優先対処の残る�項目は, これら�つの
下位尺度の採点対象外となっている)｡ 被験者は

各項目について ｢1 まったくない｣ から ｢5 非

常に多くある｣ まで�段階で回答する｡ 得点が高
いほど被験者がその尺度に対応する対処行動をと

る頻度が大きくなる｡

課題優先対処は, 様々なストレスのかかる状況

において, 状況を把握し計画的に行動し, ストレ

ス状況に対する解決法を考え対策をとる対処方法

である｡ 情動優先対処は, 不安や緊張, 自己非難

や感情の発散等による対処方法を示す｡ 回避優先

対処は, ストレスフルな状況の回避を目指し, 別

の作業に没頭する ｢気分転換｣ や, 友人等を活用

しての ｢対人的な気晴らし｣ による対処方法を示

している｡� 新版TEGⅡ検査用紙

個人特性の測定に新版TEGⅡ検査用紙を用いた｡

エゴグラム検査は, 交流分析理論に基づき個人の自

我状態を見る性格検査の一つで, ｢批判的親

(Critical Parent：CP)｣ ｢養育的親 (Nurturing

Parent：NP)｣ ｢成人の自我状態 (Adult：A)｣

｢自由な子ども (Free Child：FC)｣ ｢順応した子

ども (Adapted Child：AC)｣ の�つの自我状態
の強弱とバランスをグラフで表したものであり, そ

の人の行動や特徴がみえてくる｡ それぞれの尺度

の点数は高得点と低得点のそれぞれの利点や欠点

があり, 行動の良し悪しを評価するものではない｡

看護師の個人特性とCISS, 注意・確認行動の検討 3



�) データの収集
A病院看護部長に研究の主旨を説明し, 研究協

力の了解を得た｡ 調査期間は2014年�月中旬～�
月初旬とした｡ 当該部署14ヶ所に, 研究対象者へ

の依頼文・研究概要説明書・調査票・回収箱を持

参し, 看護師長らへ委ねた｡ 調査票は, 留め置き

法で回収しデータ収集を行った｡�) データの分析
回収した調査票をSPSS for Windows Ver.22

を用いて解析し, 関連を分析した｡

注意・確認行動調査票を単純集計後に, 注意行

動と確認行動の項目全体についてCronbachのα

係数を求めたところ, それぞれ0.801, 0.854であ

り, 十分な信頼性を有していると判断した｡ それ

ぞれの質問項目に対する回答に因子分析を施し,

抽出された因子軸の解釈を行った｡ 因子抽出は最

尤法により, バリマックス回転で因子分析した｡

また, 注意・確認行動の総得点から平均値 (80.4

点) を算出し, 平均値より高い得点を高群, 低い

得点を低群としCISSの各尺度との関係について

Mann-WhitneyのU検定を行った｡

注意行動の�つの因子 (｢知識の獲得｣ ｢情報活
用｣ ｢体調管理｣) 及び確認行動の�つの因子
(｢確認基本行動｣ ｢注意喚起｣) と�つの自我状態
(CP, NP, A, FC, AC) についてはSpearman

の順位相関係数で分析した｡

CISSの下位尺度と�つの自我状態 (CP, NP,

A, FC, AC) についてはSpearmanの順位相関

係数で分析した｡ いずれも有意水準を�％未満と
した｡�) 倫理的配慮
宮崎大学医学部医の倫理委員会の承認 (承認番

号：第2014-021号) を得た後, A病院看護部長に

研究の主旨を説明し同意を得た｡ 参加者への研究

概要説明書に研究参加は任意とし, 参加の有無に

よって不利益は一切被らないことと撤回の自由に

ついて明記した｡ 調査用紙は無記名とし, 研究者

が準備した封筒に厳封して回収箱へ提出するよう

依頼し, 投函後に第三者が閲覧できないようにし

た｡ 回収箱に参加者自らが投函することで研究へ

の協力は得られたものとし, 無記名で個人が特定

できない為, 投函後の研究参加中止はできないこ

とを文書で提示した｡

また, 研究成果は, 学会及び論文で公表するこ

とを研究概要説明書に明記した｡

Ⅳ. 結果

１. 対象者の基本属性

調査回収数は240部 (回収率62.3％), 有効回答

数は223部 (有効回答率92.9％) で, 男性24名,

女性199名であった｡ 年齢は, 25歳以下51名, 26～

30歳63名, 31～40歳77名, 41～50歳28名, 51歳以

上�名であった｡ また, 看護師経験年数は, �年
未満13名, �年以上～�年未満42名, �年以上～
10年未満79名, 10年以上が89名であった｡

対象者自身の想起による過去�年間の薬剤に関
するインシデントの経験回数は, �回46名, �～�回136名, �回以上41名であった (表�)｡

２. データの分析結果�) 注意・確認行動の因子分析
因子分析の結果, 注意行動から�つの因子が,
確認行動から�つの因子が抽出された｡ 注意行動

南九州看護研究誌 Vol.14 No. 1 (2016)4
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についての因子Ⅰは, 事前の知識獲得を示唆する

項目によって特徴づけられたため ｢知識の獲得｣

(α＝0.792, �項目) とした｡ 因子Ⅱはマニュアル
や文献の活用が示唆され ｢情報活用｣ (α＝0.686,�項目) とした｡ 因子Ⅲは勤務に従事する時の自 己の体調管理に関する項目で, ｢体調管理｣ (α＝

0.844, �項目) とした (表�)｡
確認行動については, 因子Ⅰが確認行動の基本

項目であることが示唆され ｢確認基本行動｣ (α＝

0.830, �項目) とした｡ 因子Ⅱは注意喚起を示看護師の個人特性とCISS, 注意・確認行動の検討 5

表２ 注意行動の因子分析

表３ 確認行動の因子分析



唆する項目であることから ｢注意喚起｣ (α＝0.8

54, �項目) とした (表�)｡�) 注意・確認行動とCISSとの比較

注意・確認行動とCISSの各尺度では, 課題優

先対処と, 回避優先対処の下位尺度である ｢対人

的な気晴らし｣ で, 注意・確認行動高群が有意に

高かった (表�)｡�) 注意・確認行動と�つの自我状態との関係
CPは注意・確認行動の ｢知識の獲得｣ ｢情報活

用｣ ｢体調管理｣ ｢確認基本行動｣ において低い正

の相関がみられた｡ Aは注意・確認行動の ｢知識

の獲得｣ ｢情報活用｣ ｢確認基本行動｣ において低

い正の相関がみられた｡ ACは ｢知識の獲得｣

｢確認基本行動｣ において低い負の相関がみられ

た (表�)｡�) CISSと�つの自我状態との関係
CPは課題優先対処で正の相関が, 回避優先対

処の下位尺度である ｢対人的な気晴らし｣ で低い

正の相関がみられた｡ NPは課題優先対処で低い

正の相関がみられた｡ Aは課題優先対処のみで低

い正の相関がみられた｡ FCは回避優先対処の下

位尺度 ｢気分転換｣ ｢対人的な気晴らし｣ で低い

正の相関がみられた｡ ACは, 不安や緊張, 自己

非難や感情の発散等による対処方法を示す情動優

先対処で, 低い正の相関がみられた (表�)｡
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Ⅴ. 考察

１. 注意・確認行動の因子分析の結果

注意行動を因子分析した結果, ｢知識の獲得｣

｢情報活用｣ ｢体調管理｣ の�因子が抽出された｡
宇城ら (2004) は, ｢知識の獲得・確認｣ ｢身体管

理｣ の�因子で分析しており, 本研究の因子分析
結果とは異なっていた｡ 本研究で研究フィールド

としたA病院は, 新規採用者を対象に, 根拠に基

づいた安全教育として ｢医療安全のための基礎技

術研修｣ を実施している｡ また, 看護手順や各種

マニュアルを整備し, 初めてや慣れない行為を実

施する際には, 必ず手順を確認すること等を教育

している｡ そういった教育背景が, 看護行為で疑

問が生じた時に, マニュアルで確認するといった

｢情報活用｣ を含む�因子の抽出という結果に反
映したと考えられる｡

確認行動については, 宇城ら (2004) の研究と

同様の回答が得られ, 同じ�因子として抽出され,
｢確認基本行動｣ ｢注意喚起｣ とした｡ 看護師が,

安全な看護を提供するために実施する基本的な確

認行動は, 施設の規模や教育背景等による違いは

無く, 共通していると考えられる｡

２. 注意・確認行動と����との比較
課題優先対処, 及び回避優先対処の下位尺度で

ある ｢対人的な気晴らし｣ において, 注意・確認

行動の高群が有意に高かった｡ 課題優先対処は,

様々なストレスのかかる状況において, 状況を把

握し計画的に行動し, ストレス状況に対する解決

法を考え対策をとる対処方法である (S.Endler

ら, 1990／横山監訳, 2012)｡ この対処行動が高

い人は, 与薬準備時に発生するナースコール等の

割り込み業務への対応や, 多重課題, 時間切迫の

ストレスフルな状況となった場合にも, 安全に業

務を遂行するために必要な注意・確認行動が十分

に機能すると考えられる｡

｢対人的な気晴らし｣ は, ストレスフルな状況

を回避する手段として, アドバイスをくれる人に相

談する, 友人に会いに行く等, 他者を活用する行

動である (S.Endlerら, 1990／横山監訳, 2012)｡

この対処行動が高い人は, 例えば, 与薬準備時に

割り込み業務等の課題が重なる場面において, 一

人で抱え込まずに他者へ支援を求める｡ また, 複

数人が関わるダブルチェックも躊躇なく依頼でき

ると考えられ, ストレスフルな状況下でも注意・

確認行動が十分に機能すると考えられる｡

３. 注意・確認行動と５つの自我状態との関係

CPは注意・確認行動の ｢知識の獲得｣ ｢情報活

用｣ ｢体調管理｣ ｢確認基本行動｣ において低い正

の相関がみられた｡ CPは ｢…すべきだ, …する

のが当然だ, …しなければならない｣ といった批

判や非難を行う自我状態 (東京大学医学部心療内

科TEG研究会, 2009) で, 自己の価値観が高く,

完璧主義で自他ともに厳しいといった特徴から,

安全に業務を行うための注意・確認行動の実践に

つながっていることが示された｡

Aは注意・確認行動の ｢知識の獲得｣ ｢情報活

用｣ ｢確認基本行動｣ において低い正の相関がみ

られた｡ Aは事実に基づき物事を客観的かつ論理

的に理解し, 判断しようとする自我状態 (東京大

学医学部心療内科TEG研究会, 2009) で, 理性

的で感情に惑わされずに, 合理的に判断し行動す

ることができるという特徴がある｡ このことから,

周囲に影響を受けることなく, 安全な業務遂行に

必要な注意・確認行動を実施できると考えられる｡

ACは ｢知識の獲得｣ ｢確認基本行動｣ におい

て低い負の相関がみられた｡ ACは周囲に適応し

ていく従順な自我状態 (東京大学医学部心療内科

TEG研究会, 2009) で, 他人に依存し感化され

やすいという特徴がある｡ 他人の言うことに左右

される ｢指示待ちタイプ｣ で自分の判断で行動す

ることが難しく, 主体的に注意・確認行動をとる

ことが低い｡ そのため, 他者主導によるダブルチェッ

ク時の間違いの見落とし等, 注意・確認不足によ

るインシデントにつながる可能性がある｡ これは,

AC優位型はインシデントが多いという澁谷ら

(2007) の報告を裏付ける結果であった｡ 成人の

自我状態であるAは, 偏見・感情・本能に左右さ

れずに, 物事を冷静に捉えることができ, 他の自

我状態の調整役となる｡ Aの自我状態を高めてい

くことが, ACの注意・確認行動における低い部
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分を補完することにつながると考える｡

４. ����と５つの自我状態との関係
CPは課題優先対処で正の相関が, 回避優先対

処の下位尺度である ｢対人的な気晴らし｣ で低い

正の相関がみられた｡ 完璧主義で, 自分の価値観

を押し付けるというCPの特徴 (植木ら, 2005)

から, 課題解決を優先させる取り組みや, ストレ

スフルな状況下を回避するために他人を求める

｢対人的な気晴らし｣ によりストレス対処行動を

とっていることが示された｡

NPは課題優先対処で低い正の相関がみられた｡

世話好きで奉仕の精神があり, おせっかいである

という特徴 (植木ら, 2005) から, ストレスがか

かる状況において, 段取りを整え問題解決に取り

組むことで, ストレスフルな状況を回避する行動

をとることができると考えられる｡ 一方, ｢対人

的な気晴らし｣ とはほとんど相関はなかった｡

｢対人的な気晴らし｣ は他者にアドバイスを求め

たり, 友人に会いに行く等, 他者の介入によりス

トレスを軽減させる対処法である｡ NPは世話好

きでおせっかいではあるが, 一方で, 他者からの

介入によるストレス対処は求めていないというこ

とが明らかになった｡

Aは課題優先対処のみで低い正の相関を示した｡

現実を冷静に観察・分析し, それに基づいて判断

したり, 評価したりするというAの特徴 (植木ら,

2005) から, ストレス状況の対処行動は課題優先

対処であり, 情動優先・回避優先対処は取りにく

いと考えられる｡ そのため, Aが優位に高い人は,

ストレスを感じた時に柔軟に対応できるよう, ス

トレス対処法のレパートリーを増やしていく必要

がある｡

FCは回避優先対処の下位尺度 ｢気分転換｣ ｢対

人的な気晴らし｣ で低い正の相関がみられた｡

FCの ｢活発で, 何事にも積極的, 好奇心があり

チャレンジ精神に富む｣ 等の特徴 (東京大学医学

部心療内科TEG研究会, 2009) から, ストレス

を溜めないようにするための様々なコーピング技

法を用いる回避優先対処がとれると考えられる｡

ACは, 不安や緊張, 自己非難や感情の発散等

による対処方法を示す情動優先対処で, 低い正の

相関がみられた｡ 他者を優先し, 主体性に欠け,

依存性が高いというACの特徴 (植木ら, 2005)

から, 課題優先対処は低いと推測できる｡ 情動優

先対処は, 自己志向の情緒的反応を指し, ストレ

ス軽減を目的とするが, 必ずしも成功するとは限

らない｡ 情緒的反応, たとえば感情的になりすぎ

た自分を責めたり, 腹を立てたり, 緊張・動揺す

るといった反応を含む (S.Endlerら, 1990／横

山監訳, 2012)｡ ACが高い場合, ｢依存心が強い,

人のいいなりになる, 主体性が無い｣ といった悪

い部分が強調されることが多いが, 見方を変える

と, 協調性があり素直であるという良い面でもあ

る (東京大学医学部心療内科TEG研究会, 2009)｡

AC優位の人へは, ACを低下させるのではなく,

他の自我状態のCPやFCを高められるようなア

プローチや教育訓練を行うことで, 必要な自己主

張ができるようになり, 課題優先・回避優先対処

能力が高まり, ストレス対処につながると考えら

れる｡

５. インシデント予防へのサポート体制

平野ら (2013) は, 交流分析を用いた新人看護

師へのバーンアウト予防への研究を行っており,

その結果から, ｢CP, A, FCが高い, つまり自

分の意志を貫き, 冷静に考え, 積極的に行動する

といった, いわば仕事に積極的な態度はストレス

に強い｣ と述べている｡ そしてAを高めるための

アサーショントレーニングの研修を行い, 早期介

入を提案している｡ また, 不動 (2008) はヒュー

マンエラーの減少を目指した研究を行い, ｢エゴ

グラムにより自分の傾向を知り, 自分の行動を変

容することで, 素直に相手を受け止めて関係性を

良好に築くことができ, すなわちアサーティブな

人間関係の構築がヒューマンエラーを減少させる｣

と報告している｡

これらから, AC優位の人へは, CP, A, FC

を高めるためのアサーショントレーニングが, 多

重課題・切迫業務といったストレスフルな状況下

においても, 確実な注意・確認行動を実践し, イ

ンシデント予防につながると考える｡ また, この
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ことがインシデントによるストレス対処に有効で

あると考える｡

研究フィールドとしたA病院では, 毎年, 新人

看護職員のフォローアップ研修が実施されている｡

そこでは, リアリティショックの予防・低減, 現

状の問題点・今後の目標等を明確にする目的で,

グループワークにより新人同士の情報交換等を行っ

ている｡ そうした研修内容に, リーダーシップを

とる中堅看護師らを含んだアサーショントレーニ

ングを組み込むことで, 新人だけでなく, 組織自

体のコミュニケーション力が高まり, コミュニケー

ション不足によるインシデント予防や, インシデ

ント後のサポート体制としての人間関係構築の促

進が可能になると考える｡

Ⅵ. 結語

看護師の個人特性に応じたストレス状況対処行

動と注意・確認行動との関連について分析した結

果, 以下のことが明らかになった｡�. CISSで課題優先対処, 回避優先対処の下位

尺度 ｢対人的な気晴らし｣ が高い人は, 多重課

題, 時間切迫のストレスフルな状況となった場

合にも, 安全に業務を遂行するために必要な注

意・確認行動が機能する｡�. エゴグラムで CPやAが高い人は, 周囲に影

響を受けることなく, 安全に業務を行うための

注意・確認行動が実施できる｡ AC優位の人は,

他人に依存し感化されやすい特徴から, 注意・

確認不足によるインシデントにつながる可能性

がある｡�. Aが優位に高い人は, ストレスを感じた時に

柔軟に対応できるよう, ストレス対処法のレパー

トリーを増やしていく必要がある｡ ACが優位

に高い人は, CPやFCを高められるようなア

プローチや教育訓練 (アサーショントレーニン

グ) により, 必要な自己主張ができるようにな

ることで, 課題優先・回避優先対処能力が高ま

り, ストレス対処につながる｡�. アサーショントレーニングにより組織のコミュ

ニケーション力を高めることが, インシデント

後のサポート体制としての, 双方向の人間関係

の構築を促進することにつながる可能性がある｡

本研究の結果より, 注意・確認不足によるイン

シデントを予防し, インシデントに関与し, ス

トレスフルな状況となる看護師へのフォローアッ

プ体制の一つとして, 看護師個々の弱い点を補

完・強化できるようなアサーショントレーニン

グの必要性が示唆された｡

Ⅶ. 研究の限界と今後の課題

本研究は, インシデント経験や注意・確認行動

の実践, CISS検査用紙, 新版TEGⅡ検査用紙の

回答等, 被験者個人の想起・自己評価による自己

記述式調査である｡ インシデントに対する個々の

リスク感性や捉え方により ｢経験｣ として記憶に

残っているかは個人差があり, 調査時の被験者の

状況・背景等により回答に影響があることを考慮

する必要がある｡ また, �施設での調査結果であ
り, 研究結果の一般化には限界がある｡ 対象施設,

対象者数を増やし, アサーショントレーニングの

効果を探る等, 研究を重ねる必要がある｡
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Ⅰ. 緒言

日本の人工妊娠中絶 (以下 ｢中絶｣) 実施率

(女子総人口千対) は, 様々な対策の結果, 1955

年度の50.2から2006年度9.9となり, 2013年度7.0

と減少してきた｡ しかし, 2006年度以降顕著な低

下はなく, 依然高率である｡ A県においても中絶

率低下に向けた対策を実施し減少傾向にあるが,

全国平均より中絶実施率は高い (母子衛生研究会,

2015)｡

中絶を減らすためには, 避妊効果の高い方法を

用いて, 性交の度に避妊を確実に実施することが

重要である｡ しかし, 日本における避妊法は避妊

効果の高い経口避妊薬 (以下 ｢ピル｣) が1999年

に認可された後も, 女性が主体的に実施できるピ

ルによる避妊法は3.7％に留まり, 男性主体で使

用方法によって効果のばらつきが生じやすいコン

ドーム法が84.2％と主流 (日本家族計画協会,

2012) である｡ また, 反復中絶者は2008年の25.4

％から2012年36.3％ (日本家族計画協会, 2012)

と増加している｡

避妊に失敗した場合, 妊娠を防ぐ最終手段とし

て緊急避妊法がある｡ 中でもLevonorgestrel単

独剤0.75mgを�錠内服する方法 (以下 ｢ノルレ

ボ錠｣) は, 性交後72時間以内の内服で約�割,
120時間以内の内服で約�割の妊娠を防ぐことが
でき (FFPRHC Guidance, 2006), 副作用も殆

どない｡ ノルレボ錠はWHOによって緊急避妊薬

(Emergency Contraception pills: 以下 ｢ECPs｣)

として推奨され, 多くの国で緊急避妊法の主要な

方法として使用されている (WHO, 2010；Shohel,
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要 旨

本研究は, 2011年にLevonorgestrel単独剤 (以下 ｢ノルレボ錠｣) が日本で緊急避妊薬と
して正式に認可された後の, A県の緊急避妊診療の現状を明らかにし, 望まない妊娠の削減に
むけた看護介入の示唆を得ることを目的に研究を行った｡ �次医療施設43施設を対象に無記名
郵送法による自己記入式質問紙法にて調査を行った｡ 21施設 (回収率48.8％) から回答を得た｡
21施設とも緊急避妊診療を行っていた｡ 平均診療件数24.9 (δ：±21.6) 件, 最少�件, 最多
84件であった｡ 使用している緊急避妊薬は, ノルレボ錠とヤッペ法の両方は�施設, ノルレボ
錠のみ10施設, ヤッペ法のみ�施設であった｡ 緊急避妊診療時の平均指導時間は, 11.0 (σ:

±5.9) 分であった｡ 今後の介入としては, 産婦人科施設と協力して, ①避妊に失敗した場合
にカップルがECPsを使用でき, ②ECPs使用後は効果の高い避妊法を選択・実施するための
プログラムの必要性が示唆された｡
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et al. 2014)｡ 日本では2011年にノルレボ錠が

ECPsとして認可される前には, 正式に認可され

たECPsはなく, ｢医師の判断と責任｣ のもとで,

エチニルエストラジオール50��とノルゲストレ
ル0.5mgを含有する中用量ピルを�錠, 12時間後
に再度�錠内服するヤッペ法を用いてきた｡ �種
類のECPsの違いとして, 次の�点が挙げられる｡�点目は副作用において, ノルレボ錠は, 悪心が
3.6％, 嘔吐は殆どない｡ 一方でヤッペ法は14.8

％に嘔吐, 50.1％に悪心が出現するなど副作用出

現率が高い (日本産科婦人科学会編, 2011)｡ �
点目は妊娠阻止率において, ヤッペ法は57％とノ

ルレボ錠より低い (池田, 2014)｡ �点目は�回
あたりの費用において, ノルレボ錠は15,000～

20,000円に対し, ヤッペ法は3,000～10,000円 (清

水, 2014) である｡ 以上のことより, ヤッペ法は

副作用や低い妊娠阻止率にも関わらず, ノルレボ

錠より安価であることから, 依然としてECPsと

して使用されている｡

日本においてECPsを含む緊急避妊法の認知度

は33.2％と低い (日本家族計画協会, 2012)｡ し

かし, その普及に関しては, 男性が安易にECPs

を使用すればよいと, 避妊に協力しないリスクを

増長させる可能性やECPsおよび妊娠のリスクに

対する知識不足により適切に使用できずに妊娠し

てしまう女性も存在するため (Hu, et al, 2005),

慎重に推進する必要がある｡ 一方でECPsの使用

が妊娠防止につながっていることも事実である｡

更にECPsの処方を受けるための受診は避妊指導

の機会となり, 医療者, 特に看護職による指導は

避妊効果の高い避妊法への移行につながり, 望ま

ない妊娠を防止する効果がある (安達, 2012；

Dinas, et al, 2014)｡

ECPsを取り扱っていない産婦人科もある｡ ま

た, A県は全国で18番目に広い面積を有し, 南北

に長い地形であり, 避妊に失敗した場合, 72時間

以内にECPsを使用できない可能性もある｡ そこ

で, A県の緊急避妊診療の現状を明らかにし, 望

まない妊娠の削減にむけた看護介入の示唆を得る

ことを目的に研究を行った｡

Ⅱ. 方法

１. 調査期間および対象

調査は2015年�～�月に実施した｡ 対象はA県

で産婦人科診療を実施している�次医療施設の内,
不妊治療及び乳がん専門の施設を除いた43施設と

した｡

２. 調査方法

無記名郵送法による自己記入式質問紙法で行っ

た｡

３. 調査内容

調査内容は, 施設の所在医療圏 (県内を地域周

産期保健医療体制に基づき分けられた医療圏),

緊急避妊診療の現状に関する�項目 (年間または
月間の緊急避妊診療件数, 使用しているECPsの

種類, 診療件数の前年度比, 主に処方するECPs,

性交後72～120時間以内のECPs処方の有無, ノ

ルレボ錠の費用), 緊急避妊診療時の指導状況に

関する�項目 (診療時の男性の同伴, 指導時間,
看護職の指導関与と今後の関与希望, その後の避

妊効果の高い避妊法の勧めとその開始割合),

ECPsの情報提供内容と方法とした｡

４. 分析方法

各質問項目を単純集計し, 記述統計量を算出し

てその動向を把握した｡ 地域は医療圏を県庁所在

地のある中央部とその他の�分類で区分した｡ 統
計ソフトはSPSS.ver21.0を使用した｡

５. 倫理的配慮

本研究は, 研究者が所属している大学の医の倫

理委員会の承認 (承認番号第2015-015号) とA

県産婦人科医会の承認を得た｡ また, 対象施設の

施設長に研究の趣旨, 研究協力の任意性, 匿名性

の保持, 結果は学会などで発表する旨を明記した

依頼文と質問表を郵送した｡ 回答の返信をもって

同意が得られたものとした｡

Ⅲ. 結果

43施設に質問票を郵送し, 閉院および宛先不明
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のため�通が返送され, 21施設から (回収率48.8

％) の有効回答を得た｡

１. 施設の所在医療圏

21施設の所在する診療圏は中央部10施設, 北部�施設, 南部�施設, 西部�施設であり, すべて
の診療圏において緊急避妊診療が行われていた｡

２. 緊急避妊診療の現状�) 緊急避妊診療の年間件数
年間の緊急避妊診療件数は, 無回答の�施設を
除く20施設の総診療件数498件, �施設の平均件
数24.9 (σ:±21.6) 件, 最少件数�件, 最多件数
84件であった｡

10件ごとの頻度でみると, 一番多いのは年間11

～20件で�施設であった｡ 次は�～10件が�施設,
21～30件が�施設, 51件以上が�施設であった
(図�)｡
�) ECPsの使用状況

使用しているECPsは, ノルレボ錠とヤッペ法

の両方が�施設, ノルレボ錠のみが10施設, ヤッ
ペ法のみが�施設であった｡ 約�割の施設でノル
レボ錠を使用していた｡ 医療圏別の使用している

ECPsは表�の通りであった｡
ECPs使用数の前年度比は, ｢増加｣ が�施設,

｢同じ｣ が11施設, ｢減少｣ が1施設であった｡

ノルレボ錠とヤッペ法の両方を使用している�
施設で多く処方しているECPsは, �施設がノル
レボ錠, �施設がヤッペ法であった｡
クライエントの受診が 『性交後72～120時間以

内の場合』 のECPsの処方状況は, ｢妊娠のリスク

が高くなることを説明して処方｣ が�施設, ｢処方
しない｣ が15施設であった｡ 『性交後72～120時間

以内の処方』 をしている�施設のECPsは, �施
設がノルレボ錠, �施設がヤッペ法であった｡
ノルレボ錠を使用している12施設の税別金額は,

｢�万円未満｣ が�施設, ｢�万～�万�千円未満｣
が�施設, ｢�万�千～�万円未満｣ が�施設,
｢�万円以上｣ が�施設であった｡�) 緊急避妊診療時の指導状況 (表�)
緊急避妊診療時の男性の同伴を断る施設はなかっ

た｡ その付き添い方は, ｢診療室への入室を断る｣�施設, ｢女性が希望すれば診療室まで付き添い
可能｣ が16施設, 無回答が1施設であった｡

平均指導時間は, 11.0 (σ:±5.9) 分で, 最短

A県の緊急避妊診療の現状 13

図１ 年間の緊急避妊診療件数別の施設数 (１施設無回答)

医療圏
ノルレボ錠と
ヤッペ法

ノルレボ錠
のみ

ヤッペ法のみ

中央部 1 6 3

その他 1 4 6

合計 2 (9.5％) 10 (47.6％) 9 (42.9％)

表１ 医療圏別の使用しているECPs別の施設数 n=21

表２ 緊急避妊診療時の指導状況 n=21

施設数 (％)

緊急避妊診療時の男性の付き添い
同伴を断る
診察室の入室を断る
女性が希望すれば診療室まで付き添い可能
無回答

0 (0.0)
4 (19.0)
16 (76.2)
1 (4.8)

看護職の指導への関与
いつも
時間のある時のみ
必要なクライエントのみ
関わっていない
無回答

6 (28.6)
3 (14.2)
6 (28.6)
5 (23.8)
1 (4.8)

今後の看護職による指導の希望
いつも希望
必要時のみ希望
希望なし
無回答

4 (19.0)
11 (52.5)
4 (19.0)
2 (9.5)

効果の高い避妊法の勧め
強く勧めている
勧める
あまり勧めていない
勧めない
無回答

8 (38.1)
8 (38.1)
3 (14.2)
1 (4.8)
1 (4.8)



指導時間は�分, 最長指導時間は30分, 最頻値は
10分であった｡ 指導時間を10分毎に区切ってみて

みると, 10分未満が�施設, 10分以上が17施設で
あった｡ �割の施設が10分以上指導を行っていた｡
看護職のECPs使用時の指導への関与は, ｢い

つも｣ が�施設, ｢時間のある時のみ｣ が�施設,
｢必要なクライエントのみ｣ が�施設, ｢関わって
いない｣ �施設, 無回答1施設であった｡ �割の
施設で看護職が指導に関与していた｡

看護職による今後の指導の希望については,

｢いつも希望｣ が�施設, ｢必要時のみ希望｣ が11
施設, ｢希望なし｣ が�施設, 無回答が�施設で
あった｡ 看護職が指導に関与している15施設は,

今後も看護職による指導を希望していた｡ 看護職

が指導に関与していなかった�施設の内, �施設
は今後も希望がなかったが, �施設は必要な時に
看護職の指導を希望すると回答していた｡ 全体で�割の施設で今後も看護職による指導への関与を
希望していた｡

ECPs使用者への避妊効果の高い避妊法 [ピル・

銅付加 IUD・ホルモン付加 IUD等 (以下 ｢効果

の高い避妊法｣)] については, ｢強く勧めている｣

が�施設, ｢勧める｣ が�施設で, �割の施設が
効果の高い避妊法を勧めていた｡

効果の高い避妊法の使用開始については15施設

から回答が得られた｡ �施設でその後50％以上の
クライエントが効果の高い避妊法を使い始め, �施
設で30％, �施設は�～20％の割合で開始してい
た｡ また, �施設から ｢ECPsを使用したクライエ

ントの再診がないため, 不明｣ との回答があった｡

３. ����に対する情報提供方法
ECPsについての情報提供は, 21施設とも行っ

ていた｡ 提供の種類は, �種類である施設が15施
設, �種類以上の方法をとっていたのが�施設で
あった｡ また, 情報の提供方法は, ｢クライエン

トからの質問時｣ に応答するが17施設, ｢パンフ

レット類の提供｣ が�施設, ｢外来掲示板等での
提供｣ と ｢望まない妊娠のリスクの高いクライエ

ントへの情報提供｣ が�施設, ｢その他｣ が�施
設であった｡ その他として ｢中絶後のクライエン

トに必ず行う｣ が�施設であった｡
Ⅳ. 考察

１. 緊急避妊診療の現状

日本産婦人科学会の ｢緊急避妊法適正使用に関

する指針｣ (日本産科婦人科学会編, 2011), ｢Se-

lected practice recommendations for contra-

ceptive use｣ (WHO, 2004) において, 避妊に

失敗した場合, 性交後出来る限り早く, 72時間以

内にECPsを内服することで, 妊娠率が下がると

言われている｡ A県の場合, 全ての医療圏で緊急

避妊診療が行われており, クライエントの生活圏,

およそ�時間内でECPsの処方が受けられる状況

である｡

A県の緊急避妊の平均診療件数24.9件は, 著者

らが2009年に同県の�～�次医療施設に調査した
結果の平均10.5件より多かった｡ また, 前回は,

最多診療件数が年間50件処方する施設は�施設の
みであったが, 今回は51件以上処方する施設が�
施設あり, 最多件数も83件と増えていた｡ しかし

ながら, 北村の全国調査 (2012) の平均処方数

62.4件, 対馬ら (2014；�か月の平均処方人数9.4
人を年に換算) の約113人より少ない｡

一方, ノルレボ錠を使用している施設は約�割
にすぎず, 少ない状況であった｡ 今回, 導入理由

を問うてはいないが, ノルレボ錠の費用が ｢�万�千～�万円未満｣ とヤッペ法より約1.5～�倍
高いことが原因と考えられた｡ ECPsの使用は,

10～20代の若者に多く (北村, 1998；福武ら,

2007；金子, 2014), これら若者は経済的余裕が

ない年代である｡ また, A県の�人当たりの県民
所得は220.8万円で, 年収は全国でもかなり低い

(宮崎県統計調査課, 2014)｡ 以上のことからクラ

イエントの経済的負担を考慮していることが推察

された｡

２. 緊急避妊診療時の指導への看護職の関与につ

いて

ECPs使用時の指導時間が10分以上の施設は�
割であり, 効果の高い避妊法は�割の施設で勧め
られていた｡ ECPsの使用時に10分以上指導する
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とピルによる避妊法に移行するクライエントの割

合が高い (対馬ら, 2014) というが, 今回の調査

では, ECPsからピルなどの効果の高い避妊法に

変更したクライエントの割合が�割をこえていた
施設は�施設にすぎなかった｡
緊急避妊のために受診するクライエントは10代

の若者の占める割合が多い (北村, 1998；福武ら,

2007；金子, 2014) と報告されている｡ また, 避

妊法の選択や実施について女性は男性の意見を優

先する傾向があり (Yamauchi, 2007), 特に若

い女性ほど性関係や避妊についての決定権を行使

できず, パートナーの意見に左右されやすい, 経

済的問題でピルの使用が続かないなどの問題があ

る (金子, 2014)｡ 以上のような理由から男性パー

トナーにも効果の高い避妊実施についての指導が

必要であると考える｡ A県においては男性の診療

室への付き添いは, 女性が希望すれば�割近くは
許可しており, パートナーへの指導を推進できる

環境にあった｡

A県において約�割の施設で看護職がECPs使

用時のクライエントへの指導に関わり, 引き続き�割の施設で今後の指導への関与希望があった｡
緊急避妊の受診時は避妊の失敗により動揺してい

る時期でもある｡ また, 医療者の若者の性交渉に

対する偏見により不適切な対応をしてしまい, そ

の結果クライエントがショックを受けることもあ

る(堀, 2011)｡ しかしECPs使用時はパートナー

との関係やピルを始めとした効果の高い避妊法を

指導する機会でもある｡ 北村 (2013) のクリニッ

クではECPsの使用者がピルへと変容を促す指導

を行い, その結果約�割がピル, 約�割が IUD

を選択し, 高塚ら (2008) の助産師外来での避妊

指導では, 約90％のクライエントがピルに移行す

るなど看護職の指導時の役割は高いことが明らか

になっている｡ このようなことからA県において

も看護職への指導への関与について期待された｡

３. ����の情報提供方法について
クライエントがECPsを適正に使用するために

は, 避妊指導も含めたECPsに対する情報提供が

必要である｡ しかし, 日本のECPsを含む緊急避

妊法の認知度は33.2％と低く, ECPsに関する情

報が不足している (日本家族計画協会, 2012)｡

今回の結果も, ECPsの情報提供は21施設すべて

の施設で行われていたが, 一番多い情報提供方法

は, ｢クライエントからの質問時｣ であった｡ ま

た, 望まない妊娠というリスクの高いクライエン

トへの直接的な対話による方法がとられていたの

は�施設にすぎなかった｡ このようにECPsに関

する情報提供に積極的でない状況が見受けられた｡

タイ国ではECPsを薬局で購入できることや男

性がコンドームなどの避妊法を使用することを嫌

うなどの理由から通常の避妊法代わりにECPsを

使用する, なかには月に�回以上使用する者がい
る (Lerkiatbundit, et al, 2000) という新たな

問題が出現してきている｡

このようなことから妊娠を望まない, あるいは

中絶後のカップルが, 避妊に失敗した場合の緊急

手段としてECPsを適正使用できるための情報提

供の必要性が示唆された｡ 更にA県においては,

ノルレボ錠とヤッペ法がほぼ同率に使われており,

利用可能なECPsについては, ノルレボ錠とヤッ

ペ法の情報提供が必要であることが判明した｡

４. 望まない妊娠の削減に向けて介入と今後の課

題

A県における中絶実施率 (女子総人口千対) は

2007年度の11.4 (母子衛生研究会, 2008) から

2013年度は8.3と減少しA県近隣県の中では一番

低い実施率となっている (母子衛生研究会, 2015)｡

しかし, 中絶の実施率が全国平均より高いこと,

緊急避妊の診療件数が全国平均より低いこと, 効

果の高い避妊法への移行率が低いことから, 産婦

人科施設と協力した望まない妊娠の削減のための

カップルへの介入, 教育プログラムの必要性が望

まれ, 久しい｡ 教育プログラムにはカップルが,

①避妊に失敗した場合にECPsを使用でき, ②

ECPs使用後は効果の高い避妊法を選択・実施を

可能にするための内容を含む必要がある｡ 特に出

産後と中絶後のカップルに対しては, お互いのラ

イフデザインに基づく妊娠・出産・子育を考える

家族計画を考慮する必要性がある｡
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看護職は約�割の施設でECPs使用時のクライ

エントへの指導に関与しているが, 実際に ｢いつ

も｣ 指導している施設は21施設中�施設と低かっ
た｡ 看護職が避妊を失敗した場合の緊急避妊法に

ついての情報提供とECPs使用後のクライエント

が効果の高い避妊法に移行するための支援となる

ためのプログラムを開発し, 看護職の指導への関

与を増やす必要があると思われる｡

今回は医療施設側の緊急避妊診療の現状につい

ての研究であった｡ 今後の課題は, 教育プログラ

ム作成に向けて, 緊急避妊診療時のクライエンに

寄り添い, より効果の高い避妊法の実践に結びつ

ける指導方法を明らかにするために, 緊急避妊診

療を受けた女性を対象とした研究を実施する必要

がある｡

Ⅴ. 結語

今回A県の緊急避妊の診療の現状として以下こ

とが明らかになった｡�. 緊急避妊の年間診療件数は, 20施設の総計
498件, 平均診療件数24.9 (δ：±21.6) 件,

最少は�件, 最多は84件で, 全国平均より少な
かった｡�. ECPs として�割の施設がノルレボ錠を使
用していた｡ 医療施設によってノルレボ錠また

はヤッペ法のどちらか限定していた｡�. ECPs提供時の指導は, �割の施設で指導時
間が10分以上で, 同時に効果の高い避妊法を勧

めており, 指導時間と内容は全国と同レベルで

あった｡�. ECPs提供時の看護職の関与や今後の関与希

望は約�割の施設にあった｡ 今後の介入として
は, 産婦人科施設と協力して, ①避妊に失敗し

た場合にカップルがECPsを使用でき, ②ECPs

使用後は効果の高い避妊法を選択・実施するた

めの教育プログラムの必要性が示唆された｡
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Ⅰ. 緒言

ジェームズ・リーズン (1999) は ｢安全文化の

重要な構成要素の�つに 『報告する文化』｣ を挙

げ, Matsubara (2008) は ｢安全風土とは, 組織

のメンバーによって共有されている職場の安全状

態に関する認識で, エラー発生に影響する要因で

ある｣ と述べている｡ 患者の安全性向上には, エ

ラーに気づき報告し, 分析・検証して同じエラー

を繰り返さないことが重要である｡ しかし, 影平

(2014) は ｢ヒヤリハットのイメージについては,

全体の64％が自己の行為の見直し, 安全への気づ

き等と肯定的に捉えていたが, 自分のミスは知ら

れたくない等否定的な考えも36％あった｣ と述べ

ているように, 報告＝ミスというような否定的な

イメージは少なからず存在している｡

Ａ病院においても, インシデントレポートは提

出されるが, 医療安全管理者に確認すると, 職員

からは ｢レポートを提出すると個人が責められる

気がする｣ ｢気づいても報告しない｣ という負の

イメージがあると話している｡ また, 同規模の病

院と比較すると医師や薬剤師等のインシデント報

告数が少ない現状がある｡

2009年, 米国AHRQ (Agency for Healthcare

Research and Quality) が｢患者安全文化尺度｣を

19
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Ａ病院職員の医療安全に対する意識の実態調査�����������������������������������������������������
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本研究は, 質問紙調査によってＡ病院職員の医療安全に対する意識を明らかにし, 調査が職
員の意識に影響を与えたかについて検討した｡ 質問紙の構成は, (�) ｢医療安全風土尺度｣
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開発した｡ それらを翻訳した種田ら (種田, 2009；

城川, 2010；瀬戸, 2011) が ｢患者安全文化尺度

日本語版｣ を発表し, 日本でも活用され始めた｡

一方, 日本では, 2008年にMatsubara (2008)

が日本の病院や文化・風土に合わせて日本の医療

スタッフ向けの日本語版安全風土測定ツールとし

て, ｢医療安全風土尺度｣ を開発した｡

米国AHRQの ｢患者安全文化尺度日本語版｣

は, 日本国内でも少数の先進的な大病院の使用に

留まっており, 日本語解釈に一部ばらつきがある

ことから定着していない｡ また, これまでにＡ病

院では, 組織メンバーの医療安全に対する意識を

測定する調査を実施したことがない｡ これらのこ

とから, 日本の医療文化や医療システムを考慮し

て作成された ｢医療安全風土尺度｣ を用いた調査

によって, 医療安全に対する意識や職種ごとの意

識の違い, 医療安全に対する意識の高い組織とな

るには何が必要と感じているかについて実態調査

することとした｡ 本研究は, 質問紙調査によって

Ａ病院職員の医療安全に対する意識を明らかにす

るとともに, 質問紙調査が職員の医療安全に対す

る意識に影響を与えたかについて検討した｡

Ⅱ. 方法

１. 用語の定義

医療安全風土については, Matsubara (2008)

が論文で定義している ｢安全風土とは, 組織のメ

ンバーによって共有されている職場の安全状態に

関する認識で, エラー発生に影響する要因である｣

を使用した｡ したがって, 本研究における医療安

全風土とは, ｢医療機関における安全に関する個

人の意識を集約し, 集団の医療安全に対する意識｣

と定義した｡

２. 対象

Ａ病院に勤務する医師17名, 看護師123名, 薬

剤師�名, 理学療法士�名, 放射線技師�名, 臨
床検査技師�名, 計155名 (非常勤職員を除く)
３. 調査方法

留置法による無記名自記式質問紙調査

４. 配布及び回収方法

Ａ病院の看護部長に文書及び口頭で研究協力を

依頼した｡ 各部署長に, 研究の概要と質問紙は個

別に封筒に入れて回収ボックスへ投函することを

口頭で説明し, 対象者へ質問紙と封筒の配布を依

頼した｡

５. 質問紙の内容

質問紙は ｢医療安全風土尺度｣ を用いた患者安

全に影響を及ぼす組織風土の実態把握, 独自に作

成した ｢医療安全に対する意識｣ に関する選択及

び自由記載を加えた�部構成とした｡ また, 予備
調査を行った後に言い回しと適切性を確認した質

問紙を用いた｡�) 医療安全風土尺度
Matsubaraの ｢医療安全風土尺度｣ (�因子33

項目) は, 看護職員・薬剤師・医療技術職員用と,

医師･研修医用の�種類で構成されている｡ 因子は,
第�因子 ｢自由なコミュニケーション (権威勾配

のない自由な)｣, 第�因子 ｢継続的改善 (より安

全な職場を目指して)｣, 第�因子 ｢報告と規則の

遵守 (ミスを隠さない, 規則を守る)｣, 第�因子
｢患者と家族の参画 (医療チームの一員として)｣,

第�因子 ｢上司の安全リーダーシップ (リーダーと

して)｣, 第�因子 ｢他職種の安全リーダーシップ

(医師/他職種の態度)｣, 第�因子 ｢安全管理委員

会のリーダーシップ (情報の収集と提供)｣, 第�
因子 ｢規則と物品の有用性 (医療事故防止に役立

つ)｣ である｡ 回答は ｢そう思わない (�点)｣ ～
｢そう思う (�点)｣ のリッカート法形式とした｡ ま
た, 第�因子は逆転項目であり, 点数が高いほど
肯定と同意を意味するように反転 (｢そう思わない

(�点)｣ ～ ｢そう思う (�点)｣) させた｡ 尺度の
信頼性や妥当性は, Matsubaraの研究 ｢Develop-

ment of a patient safety climate scale in Japan｣

で認められている｡�) 医療安全に対する意識
質問項目は先行研究 (城川, 2010；瀬戸, 2011；

伊藤, 2011；竹村, 2011) をもとに, (�)～(�)
を独自に作成した｡

(�) ｢本調査により医療安全に対する意識が高
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まったか｣ は, (はい, いいえ) の選択とし,

理由は自由記載とした｡

(�) ｢より安全な組織になるための要素｣ は選
択式の14項目とした｡

(�) ｢医療安全や報告システムの問題点｣ は自
由記載を依頼した｡

６. 調査期間

平成25年�月17日～�月30日
７. 分析方法�) ｢医療安全風土尺度｣ を用いた組織風土の実
態把握

対象者を ｢医師｣, ｢看護師｣, ｢他職種 (薬剤師,

理学療法士, 放射線技師, 臨床検査技師)｣ の�
群に分類し, 分析は, SPSS (version20.0 for

windows) を使用した｡ 各因子の平均点±SDを�群で単純比較後, �群の差の検定として
Kruskal-Wallis検定を行った｡ 有意差のある項

目に関して, どの群間に有意差があるか確認する

ためにMann-WhitneyのU検定で各群間の比較

を行い, Bonferroniの方法でｐ値を修正した｡

また, 逆転項目は点数を反転した｡ 検定は有意水

準�％未満及び�％未満とした｡ また, 各因子で
項目数が異なるため, 得点率を用いて各因子の得

点順位を比較した｡�) 医療安全に対する意識に関する選択及び自由
記載

(�) ｢本調査により医療安全に対する意識が高
まったか｣ は単純集計を行い, 自由記載は個

別に分析した｡

(�) ｢より安全な組織になるための要素｣ は,
項目毎に対象者が選択した割合を算出した｡

(�) ｢医療安全や報告システムの問題点｣ ｢その
他の意見｣ の自由記載は, 記載内容をコード

化し, 類似性からカテゴリー分類を行った｡

８. 倫理的配慮

研究者が所属する宮崎大学医学部医の倫理委員

会の承認を得た (承認番号第2013-023号)｡ さら

に, Ａ病院倫理委員会 (第25-�号) で承認を得
た｡ そのうえで, 研究依頼は, Ａ病院の看護部長

に研究の主旨を説明し同意を得た｡ 参加者に対し,

文書で協力の任意性と撤回の自由, 個人情報の保

護, 研究の公表方法について説明し, 質問紙への

回答により調査協力の同意とした｡

｢医療安全風土尺度｣ の使用は, Matsubara

に電話及び署名で承諾を得た｡

Ⅲ. 結果

155名中91名から回収 (回収率58.7％) し, 有

効回答者数は87名 (有効回答率95.6％) であった｡

職種ごとにみると, 医師17名中11名 (64.7％),看

護師123名中66名 (53.7％),他職種15名中10名

(66.7％) が回答していた｡ 属性は表�に示したよ
うに, 医師 (年齢50.0±6.0歳, 経験22.9±5.7年),

看護師 (年齢37.8±11.4歳, 経験14.4±10.8年),

他職種 (年齢40.5±11.0歳, 経験16.3±12.1年)

であった｡

１. ｢医療安全風土尺度｣ を用いた患者安全に影

響を及ぼす組織風土の実態

表�に示したように, ｢自由なコミュニケーショ
ン｣ は全体平均点16.5±4.5で, 得点率は�因子中�番目に低かった｡ また, 看護師の得点が医師及
び他職種と比較して最も低く, 有意差を認めた
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表１ 回答者の属性



(ｐ＝0.003, ｐ＝0.03)｡ ｢継続的改善｣ は全体平

均点18.4±2.8で, 得点率は�因子中�番目に高かっ
た｡ また, 職種間に得点の差はなかった｡ ｢報告

と規則の遵守｣ は全体平均点15.2±2.6で, 得点率

は�因子中最も高かった｡ また, 職種間に得点の
差はなかった｡ ｢患者と家族の参画｣ は全体平均

点9.3±2.1で, 得点率は�因子中�番目に低かっ
た｡ また, 医師の得点が看護師及び他職種より高

く, 有意差を認めた (ｐ＝0.003, ｐ＝0.015)｡

｢上司の安全リーダーシップ｣ は全体平均点14.6

±3.0で, 得点率は�因子中�番目に高かった｡
また, 看護師の得点が医師及び他職種よりも低く,

有意差を認めた (ｐ＝0.021, ｐ＝0.009)｡ ｢他職

種の安全リーダーシップ｣ は全体平均点11.4±

3.5で, 得点率は�因子中最も低かった｡ また,
看護師の得点が医師及び他職種より低く, 有意差

を認めた (ｐ＝0.000, ｐ＝0.000)｡ ｢安全管理委

員会のリーダーシップ｣ は全体平均点15.1±3.2

で, 得点率は�因子中�番目に高かった｡ また,
職種間に得点の差はなかった｡ ｢物品と規則の有

用性｣ は全体平均点13.7±2.5で, 得点率は�因
子中�番目に低かった｡ また, 職種間に得点の差
はなかった｡

２. 医療安全に対する意識�) ｢本調査により医療安全の意識が高まったか｣
の選択及び自由記載

｢意識が高まった｣ と答えたのは59名 (68％)

で, 理由として ｢行動を振り返ることができた｣

｢質問をみて気づきや発見があった｣ と回答した｡

｢変化無し｣ は28名 (32％) で, ｢質問だけでは意

識は高まらなかった｣ ｢医療安全は当たり前のこ

とを当たり前にするかどうかの問題｣ ｢普段から

医療安全に対する意識をもっている｣ と回答した｡�) ｢より安全な組織になるための要素｣ の選択
表�に示したように, 14項目のうち, 最も回答
が多かったのは ｢自由なコミュニケーション｣

(64.4％) であった｡ また, ｢人員配置｣ (57.5％),

｢規則や手順の継続的改善｣ (55.2％), ｢再発防止

に向けたカンファレンスの充実｣ (55.2％) の�項目が50％以上の回答であった｡ 職種別にみる
と, 医師は, ｢自由なコミュニケーション｣

(72.7％) への回答が最も多く, 次いで ｢医療安

全教育の充実｣ (63.6％), ｢人員配置｣ (63.6％),

｢患者と家族の参画｣ (54.5％) の�項目で50％以
上の回答がみられた｡ 看護師は, ｢自由なコミュ

ニケーション｣ (62.1％) への回答が最も多く,

次いで ｢規則や手順の継続的改善｣ (59.1％),

｢人員配置｣ (59.1％) ｢再発防止に向けたカンファ
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表２ 医師・看護師・他職種における ｢医療安全風土尺度｣ の因子毎の平均点比較



レンスの充実｣ (54.5％) の�項目で50％以上の
回答がみられた｡ 他職種では, ｢報告と規則の遵

守｣ (80.0％) への回答割合が最も多く, 次いで

｢自由なコミュニケーション｣ (70.0％), ｢再発防

止に向けたカンファレンスの充実｣ (70.0％), ｢規

則や手順の継続的改善｣ (50.0％), ｢医療安全教

育の充実｣ (50.0％), ｢事故報告システムの改善｣

(50.0％) の�項目で50％以上の回答がみられた｡
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表３ ｢より安全な組織になるための要素｣ Ａ病院の回答割合

表４ Ａ病院職員の考える､ 医療安全や事故報告システムに関する問題点



�) ｢医療安全や報告システムの問題点｣ の自由
記載

40名から43件の回答を得た｡ カテゴリー分類の

結果, 表�に示したように, �カテゴリー15サブ
カテゴリーを抽出した｡ 最も回答が多かったのは,

カテゴリー【情報の共有不足】(15件, 35％) で

あった｡ 次いで,【報告しづらい雰囲気】,【報告

システムの未整備】,【労働環境の不備】,【他職種

連携不足】,【安全教育不足】,【個人の問題】の順

であった｡

Ⅳ. 考察

１. ｢医療安全風土尺度｣ を用いた患者安全に影

響を及ぼす組織風土の実態�因子のうち ｢他職種の安全リーダーシップ｣
は全体平均点の得点率が最も低かった｡ これは,

看護師の得点が医師及び他職種と比較して最も低

く, 有意差を認めたことから, 看護師の得点が影

響したと考えられる｡ 看護職員・薬剤師・医療技

術職員用の質問紙では, ｢他職種の安全リーダー

シップ｣ は医師を対象として質問が構成されてい

ることから, Ａ病院の看護師は医師の安全への関

わり不足を感じていると推測された｡ 野中ら

(2009) も ｢他職種 (医師) の安全リーダーシッ

プが低値で, 看護師は医師による率先した安全に

対する関わりが不足していると考えている｣ と報

告している｡

｢患者と家族の参画｣ は, 医師の得点が看護師

や他職種よりも高く, 有意差を認めた｡ これは,

医師がインフォームド・コンセントや治療に関し

て家族と話す機会が多いためと推測された｡ しか

しながら, ｢患者と家族の参画｣ における全体平

均点の得点率は�因子中�番目に低かった｡
Matsubara (2008) は, ｢患者とその家族がケア

プロセスに参加し, 患者のケアに関する議論に参

加すれば, 医療上のエラーの発生はさらに減少す

ると考えられる｣ と述べている｡ 同様に医師は主

の医療行為者として, インフォームド・コンセン

トを通して患者・家族に参画していると自己評価

している｡ しかし, 看護師や他職種としては, 患

者・家族が納得し, 安全な医療が受けられるよう

な関わりが少ないと自己評価していることが明ら

かになった｡

｢自由なコミュニケーション｣ と ｢上司の安全

リーダーシップ｣ においても, 看護師の得点が医

師及び他職種より低く, 有意を認めた｡ このこと

は, 大坪ら (2003) が ｢職種内・間の両方で程度

の差こそあれ地位格差によるエラー指摘への抵抗

感が存在する｣ と述べているように, Ａ病院にお

いても看護師は, 医師や他職種に比べ権威勾配に

よるコミュニケーションの難しさを感じている現

状が明らかになった｡ 山内 (2012) は ｢権威勾配

を小さくして, 率直な指摘や意見交換ができる環

境をつくることが必要｣ と述べている｡ また, 手

塚 (2013) が ｢多職種のメンバーとのコミュニケー

ションは, 同じ文化をもち, 物事の進め方, 価値

観などで共通基盤があり, いわば同文化内のコミュ

ニケーションに比べ理解が難しく, 誤解や意見の

衝突が起こりやすい｣ と述べていることから, 円

滑なコミュニケーションはチーム医療を支えるう

えで重要である｡ 奥山ら (2014) の ｢看護師の問

題指摘に対する態度測定尺度を用いたコミュニケー

ションスキルの把握｣ や, 種田ら (2012) が提案

する ｢チームSTEPPS｣ 等, 自分自身を客観的

に評価するコミュニケーションスキルアップトレー

ニングをＡ病院で導入することを検討していきた

い｡

２. 医療安全に対する意識�) 調査が医療安全に対する意識に影響を与えたか
回答者の約�割が ｢意識が高まった｣ と回答し,
｢行動を振り返ることができた｣ ｢質問をみて気づ

きや発見があった｣ と述べているように, 本調査

が日々の安全行動を振り返る機会となり, 医療安

全に対する意識を高めることに有効だったと推測

された｡ ｢変化無し｣ と回答した職員は, ｢普段か

ら医療安全に対する意識をもっている｣ と述べて

いるように, 日頃から高い意識を持っていること

が明らかになった｡

竹村 (2011) は, 教育介入と組織の安全意識・

安全文化について経年的な調査を実施し, 施設の

医療安全意識について分析している｡ 医療安全に
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対する意識の変化においても, 経年的調査を行い,

結果を現場へフィードバックしていくことが安全

風土の醸成に繋がると考える｡�) より安全な組織になるための要素
より安全な組織になるための要素として, ｢自

由なコミュニケーション｣ への回答割合が最も多

く, どの職種でも回答者の�割以上が選択してい
た｡ 医療安全風土尺度では, ｢自由なコミュニケー

ション｣ に対する評価は看護師のみが低かった｡

しかし, ｢より安全な組織になる｣ という視点で

は, 全職種が自由なコミュニケーションは重要だ

と考えていた｡ 次いで ｢人員配置｣ への回答割合

が多かった｡ 自由記載においても｢人員不足で気

持ちに余裕がない｣という回答がみられた｡ 金子

ら (2010) は, ｢入院件数や検査件数が多く, 入

院や患者移送への対応時間が多い場合にヒヤリハッ

トが起きやすくなる｣ と述べている｡ また, 河合

ら (2009) は｢超過勤務が長くなるほどにストレ

スが高まることが認められた｣と述べている｡

WHO患者安全カリキュラムガイド多職種版 (東

京医科大学, 2012) は, ｢人間の実践能力に影響

を与えエラーの素因となる要因は数多く存在する

が, 最も深刻な影響を及ぼす要因は疲労とストレ

スの�つである｣ と述べている｡ さらに, 米国ナー
スの労働環境と患者安全委員会医学研究所

(2004) は, ｢医療機関は, 医療スタッフ・職員の

能力の発揮を妨げ, 患者の安全を危うくしている

問題を解消する対策として次の�つすべてを実践
する必要がある｡ すなわち, 患者の安全を守るこ

とのできる適切な人員配置水準の確保｣と報告し

ている｡ Ａ病院は10対�看護配置基準である｡ 限
られた人数の中で, 安全な行動ができるよう業務

の見直しや看護師間の連携や協力が必要である｡�) 医療安全や報告システムの問題点
医療安全や報告システムに対し, 回答者の約�
割が 『院内の情報が共有されていない』 『過去の

事例が生かされていない』 といった【情報の共有

不足】について問題と捉えていた｡ 高崎 (2012)

が ｢ヒヤリ・ハットの情報を共有し具体的対策立

案が出来るようになった事により, レベル�報告
の減少に繋がった｣ と述べている｡ Ａ病院職員に

おいても, エラーの大きさに関わらず事例や対策

を共有し, 再発防止や改善に繋げることが重要だ

と感じていることが明らかになった｡

Ⅴ. 結語

Ａ病院における医療安全に対する認識は, 医療

安全風土尺度の�因子のうち, ｢自由なコミュニ
ケーション｣ ｢上司の安全リーダーシップ｣ ｢他職

種の安全リーダーシップ｣ の�因子において, 看
護師の得点が医師や他職種よりも低く, 有意差を

認めた｡ 看護師は, 権威勾配によるコミュニケー

ションの難しさや, 医師自身が安全への関わりが

少ないと感じていると推測された｡ より安全な組

織になるために必要な要素として, ｢自由なコミュ

ニケーション｣ を選択した割合が最も多かったこ

とから, 今後は, 職種間の連携, コミュニケーショ

ンを円滑に行えるような安全教育について検討し

ていきたい｡ また, 医療安全のための報告システ

ムでは, 情報の共有不足が問題であることが明白

となった｡ これらのことから, 今回の調査は,

Ａ病院職員が日々の安全行動を振り返る機会とな

り, 医療安全に対する意識を高めることに有効だっ

たと推測された｡ 今後, 経年的調査を行い, 結果

を現場へフィードバックしていくことが医療安全

風土の醸成に繋がると考える｡

今回の実態調査は, 一施設の分析結果であった｡

今後, 複数施設で調査を行い, 職種間, 施設間,

経験年数における比較を通して医療安全風土醸成

に必要な要素を検討していきたい｡
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宮崎大学医学部看護学科教員の研究活動の活性化並びに研究情報の共有化を図り, 教育活動へ還元すること
を目的として, 研究誌を刊行する｡

１. 投稿資格
投稿資格者は, 宮崎大学医学部看護学科の専任教員, また専任教員が含まれる共同研究者, その他, 研究
誌委員会 (以下, 委員会) が投稿を依頼または認めた者とする｡

２. 原稿の種類及び内容�) 原稿の種類は次の�分類とする｡
ａ. 総 説：特定のテーマについて, �つまたはそれ以上の学問分野における内外の諸研究を概観し,

そのテーマについて, これまでの動向, 発展を示し, 今後の方向性を示したもの｡
ｂ. 原 著：独創性と知見に新しさがあり, 研究としての意義が認められること｡ 及び, 研究目的, 方

法, 結果, 考察など論文としての形式が整い, 主張が明確に示されているもの｡
ｃ. 研究報告：内容的に原著には及ばないが, 学術的発展に寄与すると判断されることから, 研究として

の意義があると認められるもの｡
ｄ. 資 料：研究上重要な見解や記録を示しており､ 資料的価値のあるもの｡ 教育活動報告・看護実践

報告などを含む｡
ｅ. そ の 他：海外研修レポート, 主催した地域貢献等の紹介等々, 研究誌委員会が認めたもの｡�) 上記は, 他誌に発表されていないものとする｡ 重複投稿は禁止する｡�) 原稿は和文または英文とする｡

３. 倫理的配慮
人および動物が対象の研究は, 倫理的な配慮について, その旨を本文中に明記すること｡

４. 原稿等の提出および受理�) 原稿 (図表等を含む) の提出は原本�部と著者名及び所属, 謝辞他投稿者を特定できるような事項を外
してコピーした査読用原稿�部を委員会に提出すること｡�) 投稿原稿の採択が決定したときには, 投稿最終原稿と記録したCD・ROMを提出する｡ なお, 原稿を記
録したCD・ROMには, 著者名, 使用機種名, 使用ソフト名, 保存ファイル名を明記する｡�) 原稿等を提出する際には, コピーを手元に保管しておくこと｡�) 提出時には別に定めるチェックリストを用いて原稿の点検・確認を行い, 原稿に添付する｡

５. 査読並びに採択�) 原稿の採否は, 査読を経て決定される｡�) 原稿の査読は, �名の査読者によって�回まで行うことを原則とするが, 原稿の種類を変更した場合は
この限りではない｡ ただし, ｢e.その他｣ は原則として査読は行わない｡ なお, 査読者の名前は公表し
ない｡�) 査読者間の意見に差異が著しい場合は,委員会は,査読者間の調整を行うことができる｡

６. 著者校正
原則として, 著者による校正は�回までとする｡ 校正の際の加筆・変更は原則として認めない｡

７. 原稿執筆要領�) 原稿規定枚数および抄録等の規定頁数は, 要旨, 図, 表, 写真等を含め, 下記の表に規定する｡ ただし,
投稿者からの申し出により, 委員会が認めた場合は規定枚数を超えることができる｡
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�) 原稿の形式
ａ. 原稿は, Ａ4判の用紙を用いて, 左右余白25㎜, 上下余白25㎜をとり, ワープロで作成する｡
ｂ. 和文原稿は40字×40行 (1,600字) とし,文字のフォントは明朝, サイズは10.5ポイントとする｡ 英文

原稿では, 文字のフォントはTimes New Roman, サイズは11ポイントとし, �枚当たり30行
(300～360words) とし, 適切な行間をあける｡

ｃ. 図表等は, �点につき400字に数える｡
ｄ. 原稿には, 頁番号を付与する｡
ｅ. 表紙には, 表題・著者名・所属 (講座まで) ・キーワード (�語以内) を日本語および英語 (小文字)
で記載する｡ また, ランニングタイトルと原稿の種類および図・表・写真の数を記す｡ ランニングタ
イトルは, 25文字程度とする｡�) 本文

ａ. 原則として, Ⅰ. 緒言 (はじめに), Ⅱ. 方法, Ⅲ. 結果, Ⅳ. 考察, Ⅴ. 結語 (おわりに) の順と
する｡

ｂ. 漢字は必要ある場合を除き当用漢字を用い, 仮名は現代仮づかい, 送り仮名を用い, 楷書で記述する｡
ｃ. 英数字は半角とし, 数字は算用数字, 度量衡の単位はm, cm, g, mg, ml, ℃等を用いる｡
ｄ. 字体をイタリックにするところはその下に線を引くこと｡
ｅ. 外国人名, 地名および適当な訳語のない外国語は原語もしくは片仮名で記載すること｡�) 図, 表, 写真
ａ. 図・表・写真はそのまま印刷できる明瞭なものとする｡
ｂ. 表の罫線は横線のみとする｡
ｃ. 図・表・写真は余白に図�, 表�, 写真�等の番号とタイトルおよび著者名をつけ, 図・表・写真の
縮小率を一括して明記したものを本文とは別に添付すること｡

ｄ. 図・表・写真の挿入については, 本文中の欄外余白に挿入場所を赤字で指定する｡�) 文献
ａ. 本文中に著者名, 発行年を括弧表示する｡
ｂ. 文献は著者名のアルファベット順に列記する｡
ｃ. 文献の記載は, 下記の記載形式にしたがうこととする｡
ｄ. 著者名は�名を超える場合は�名を記載し, それ以上は ｢他｣ と省略する｡
【雑誌】著者名 (西暦発行年)：論文表題, 雑誌名, 巻 (号), 始頁‐終頁

山田太郎, 看護花子, 宮崎ひむか, 他 (2002)：社会的支援が必要なハイリスク状態にある高齢
入院患者の特徴, 南九州看護研究誌, 1(1), 32‐38
Yamada,T., kango H., Miyazaki H. et al (2002)：Characteristics of elderly inpatients at
high risk of needing supportive social service, The South Kyusyu Journal of Nursing, 1(1),
32-38

【単行本】�著者名 (西暦発行年)：書名, 始頁‐終頁, 出版社名, 発行地
研究太郎 (1995)：看護基礎科学入門, 23-52, 研究学会出版, 東京�著者名 (西暦発行年)：表題, 編集者名 (編), 書名, 始頁‐終頁, 出版社名, 発行地
研究花子 (1998)：不眠の看護, 日本太郎, 看護花子 (編)：臨床看護学Ⅱ, 123‐146, 研究学会
出版, 東京
Kimura, H. (1996)：An approach to the study of pressure sore, In：Suzuki, H.et al.
(Eds)：Clinical Nursing Intervention, 236-265, Nihon Academic Press, New York

28

表 原稿の規定枚数ならびに形式 註；○は添付するもの, －は添付しなくてよいもの

原稿種類
枚数 (字数)
以内

和文の場合

枚数(words)
以内

英文の場合

抄 録

備 考和文
(400字程度)

英文
(300words程度)

総説 8(12,000) 10(3,000) ○ ○

原著 10(16,000) 13(4,000) ○ ○

研究報告 8(12,000) 10(3,000) ○ ○ 抄録は和英どちらかの一方

資料 7(10,000) 8(2,500) ○ － 抄録は本文が英文の場合は英文で可

その他 7(10,000) 8(2,500) － － ランニングタイトルは記載自由



【翻訳本】著者名 (原書西暦発行年)／訳者名 (訳本西暦発行年)：書名, 頁, 出版社名, 発行地
Fawcett,J. (1993)／太田喜久子, 筒井真優美 (2001)：看護理論の分析と評価, 169, 廣川書店,
東京

８. 著作権
著作権は研究誌委員会に帰属する｡ ただし, 本誌に掲載された著作の著者が掲載著作を利用する限りにお
いては研究誌委員会の許可を必要としないものとする｡

９. 著者負担費用
別刷及び図・表・写真の作成に要する経費については, 著者負担とする｡

附則
この規定の改正は, 2003年�月17日から施行する｡
この規定の改正は, 2004年�月19日から施行する｡
この規定の改正は, 2005年�月20日から施行する｡
この規定の改正は, 2006年�月16日から施行する｡
この規定の改正は, 2008年�月24日から施行する｡
この規程の改正は, 2012年�月17日から施行する｡
この規程の改正は, 2014年11月18日から施行する｡
この規程の改正は, 2015年�月16日から施行する｡
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南九州看護研究誌第14巻を発刊する運びとなりました｡ 投稿していただいた皆様
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また､ 今年度は新たな取り組みにチャレンジしました｡ ｢南九州看護研究誌｣ が
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